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Impact on mother-child relationships on the female children of mothers working as teachers: 
a study of the children of elementary and junior high school teachers
Sayaka Uchida and Yuko Okamoto
The increasingly busy workloads of teachers have been identified as posing particular 
difficulties in the compatibility between teaching and child rearing. Teaching while 
child-rearing is considered to be particularly difficult for female teachers. Although it is not 
solely a mother’s responsibility to balance the roles of teacher and parent, children may be 
affected by a parent’s heavy teaching workload. The current study examined the influence of 
the mother’s teaching job on their children. We conducted a qualitative analysis of children’s 
occupation-related experience, particularly among female children, who are considered to be 
most strongly affected by their mothers. The results revealed that female children whose 
mothers were teachers reported various occupation-related influences on their recognition as 
individuals (e.g., my mother cannot fulfill her mother role because of her teaching job), 
recognition in the mother-child relationship (e.g., teacher-like mothers), and social recognition 
(e.g., experiences of being treated differently because they were the child of a teacher).






と，教員の平均勤務時間は，小学校教員で 11 時間 45 分，中学校教員で 11 時間 52 分，残業時間が
過労死ラインである月 60 時間を超えている割合が，小学校で 33.5%，中学校で 57.7%となっている。
ある中学校職員室の疲弊に焦点を当てた参与観察を行った落合 (2009) によると，中学校教員は
























摘し，生活時間や家庭生活に踏み込んだ内容となっている (高橋・濱岡・勝沼，2009 : 田野井・水
本・大久保，2012 : 直井・佐藤，2013 など)。










































































提供していることが確認されている (Bogenchneider, Small & Tsay, 1997 ; Percel & Menaghan, 1994)。













ている (Raillings & Nye, 1979)。逆に，仕事に不満足な母親は，子どもに対してより拒否的，放任的
に接するようになり，適切な関わりができなくなる。こうした場合，子どもの心理状態は不安定に



















調査のために独自に作成したものであり，親の職業から受ける影響 (24 項目 6 因子 : 親の職業を加
味して評価される経験・親の職業を継ぐことの要請・親の職業をほめられる経験・優秀であるよう
にとの要請・問題を起こさないようにとの要請・親の職業が身近であること) や，親の職業に対す






















































































いた) 母親をもつ 20～30 代の社会人または職業選択が済んでいる学生の女性 10 名。調査対象者を
Table 1 に示す。
ID 年齢 職業 家族構成 母親の教科
A 24 公務員 父-母-姉-A 小学校
B 27 バイト→カフェ経営→派遣社員 父-母-姉-B 中学校
C 30 カフェ経営→バイト 父-母-C-妹 中学校
D 36 中学校教員 父-母-D-弟-弟 小学校
E 24 小学校教員 父-母-姉-姉-E 小学校
F 26 小学校教員 父-母-F-妹-妹 小学校
G 25 小学校教員 父-母-G-弟 小学校
H 23 大学生 母-兄-H-妹 小学校
I 23 大学院生 父-母-兄--I-妹 小学校























分析方法 複線径路・等至性モデル (TEM) による分析を行った。職業選択について高い継承性が
見られることから，母親の職業を継承することを意味すると考えられる「教職を選択する」を等至
点 (以下，EFP)，継承しないことを意味すると考えられる「教職を選択しない」を両極化された等
至点 (以下，P-EFP) として分析を始めた。なお，EFP，P-EFP は分析を進めるなかで，対象者にと
ってより意味のある内容が見えてきた場合は変更して分析を進めることができる。また，等至点に






対象者それぞれの TEM 図を作成し，可視化された径路を比較して，Table 2 のように類型化した。
④類型ごとの径路を Figure 2 に示した。
職業選択 教員である母親 母親である母親 対象者
Ⅰ両立継承型 教職 肯定的 満足 E,F,I
否定的 不満 D,G
肯定的 不満 C,H
Ⅲ母親継承型 教職以外 否定的 満足 A,J
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Review and considerations for research on resilience:
Environmental factors and meaning making
Misato Ota and Yuko Okamoto
Research in psychology has traditionally focused on individuals experiencing crisis and 
adversity in an attempt to understand the various mental illnesses resulting from such events. 
However, in recent years, the importance of individual adaptability has been increasingly 
emphasized. Resilience, which focuses on the “individual characteristics necessary for 
recovery” and the “recovery process” has been the subject of much recent research 
attention. However, because the history of resilience research is relatively short and its 
definition is not yet unified among researchers, resilience is currently not organized as a 
comprehensive research field. The current study sought to clarify trends in resilience research 
in Japan and to clarify future issues and prospects, after examining the various definitions of 
resilience. Resilience research often regards resilience as a trait necessary for recovery and a 
process resulting from the interaction of protective factors that are internal and external to the 
individual. In addition, resilience studies are characterized by considering an individual’s
adaptive state and degree of psychiatric dysfunction as indicators of recovery. Resilience 
research in Japan has often focused on individual characteristics. It is important to examine 
dynamic interactions between individual and environmental factors, considering social 
background and the contextual nature of the recovery process. In addition, it may be necessary 
to capture recovery not only in terms of the degree of symptoms, but also to examine the 

















概念である (平野, 2012a; Rutter, 1987) 。社会的不適応や精神疾患のリスクとしては，低出生体重児
(Masten & Coatsworth, 1998) ，精神疾患に罹患した親をもつ (石原・中丸, 2007) 等の生物学的なリ
スクと，親の離婚や貧困等，環境的なリスク要因が挙げられ (Zolli & Healy, 2012 須川訳 2013) ，
これらは，介入が困難な ｢変えられない要因｣ として考えられてきた (平野, 2012a, p. 412) 。その
ような最中，1970 年に Garmezy が，不適応を前提とされていた統合失調患者の中に，適応的に生活
を送る者がいることを明らかにしたことで，リスクを緩和する資源である“防御因子 (Protective 
factor) ”や，リスクの緩和のみならず，危機に直面した個人の回復力を示す“レジリエンス要因
(Resilience factor) ”に関心が向けられるようになった (平野, 2012a; 石原・中丸, 2007; Rutter, 1987;
土岐, 2016; Zolli & Healy, 2012 須川訳 2013）。
 そして，こうして始まったレジリエンス研究の主な関心は，虐待や貧困等，逆境にさらされても
良い適応を示す子どもの要因を解明することであった (Baldwin et al., 1993; Bonanno & Diminich,
2013) 。当初，逆境においても良好な発達を示す子ども達は，稀少な存在であると捉えられてきた
が，現在では人間の適応システムが機能する限り，一般的にみられる現象として結論づけられてい
る (Masten, 2001) 。今日，虐待や貧困のような慢性的な逆境を経験した子ども達を対象としてきた
レジリエンス研究は，喪失や犯罪被害等の外傷体験やネガティブライフイベントを経験した成人ま
で研究領域を広げている (Pangallo, Zibarras, Lewis & Flaxman, 2015) 。レジリエンスは，1) ネガテ
ィブな結果をもたらすような重篤なストレス，2) ポジティブな適応を促進する個人と環境資源，3)
良好な適応 (Pangallo et al.，2015) に着目した概念であることはおおよその研究において一定の共通
認識が得られているものの，先述したようにその定義は多様化しているのが現状である。しかしな
がら，レジリエンスの定義は ｢適応を促し，ストレスの負の影響を緩和する個人特性｣ (Wagnild &
Young, 1993, p.165) と捉える立場， ｢深刻な逆境のなかで，肯定的な適応をもたらす力動的なプロ
セス｣ (Luthar, Cicchetti & Becker, 2000，p.543) に注目する立場，更には先述した二つの定義を包括
した， ｢困難あるいは脅威的な状況にもかかわらず，うまく適応する過程，能力，あるいは結果｣





要な様々な個人特性が明らかにされてきた。例えば Connor & Davidson (2003) は，外傷体験を経験
したクライエントのレジリエンスや治療効果を査定するために，“コンピテンス・規範・粘り強さ”，
“自己信頼・否定的影響への耐性・ストレスによる成長”，“変化の肯定的受容・安全な関係”，“コ






ンス要因尺度 (BRS) ｣ を作成した。まず，生得的な関連の強い“資質的レジリエンス要因”は，
楽観性，統御力，行動力，社交性の 4 因子から成り， ｢ストレスや傷つきをもたらす状況下で振り
回されず，ポジティブにそのストレスを打破するような新たな目標に気持ちを切り替え，周囲のサ




く力｣ とされている (平野, 2010, p.104) 。こうした研究によって明かとなった個人要因はいずれも，
心理的適応感や自尊心等の精神的健康と正の関連があることが示されており (Connor & Davidson,




 過程としてレジリエンスを捉える研究は，1) 個人の気質，特性，対処方略，2) 家族からのサポ
ート，3) 近隣や学校等家族外のサポート (コミュニティ) といった，個人内外の保護的因子とリス
ク因子の相互作用を明らかにしてきた (Garmezy, 1991; Rutter, 1987; 土岐, 2016) 。こうした研究は，
レジリエンスの個人特性，対処方略 (以下，個人要因) とソーシャルサポート等の外的資源 (以下，
環境要因) が個別性と文脈性を帯びる要因であることを実証的に示したと考えられる。例えば，






の防御因子にもなり得ることも指摘されている (土岐, 2016) 。こうした回復過程の文脈性を明らか
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にした研究は，主に劣悪な環境下で生き延びる子どもを対象に研究が行われてきたことが特徴的と
言える (石原・中丸, 2007) 。
 一方，外傷体験を経験した成人の回復プロセスに着目した研究は，回復の多様性を捉える有効な
知見を提供している。Harvey (1996) は，生態学的モデルを基に，人と出来事と環境の相互作用から






Harvey et al. (2003) はこの理論を基に，外傷体験の影響，回復，レジリエンスを量的にも質的にも
測定できるアセスメントツールを開発している (Multidimensional Trauma Recovery and Resilience 


















(e.g. 石毛・無藤, 2005; 齊藤・岡安, 2011)。例えば，石毛・無藤 (2005) は，受験生の学業場面に
おける精神的健康とレジリエンスおよびソーシャルサポートの関連について検討している。その結

















いことが課題と思われる (Pangallo et al., 2015) 。また，前述したように，レジリエンスの個人要因
と環境要因は非常に社会的，文化的な文脈性を帯びたものである思われる。例えば海外の研究では，
民族に誇りを持っているか等の文化的背景も個人のレジリエンスに影響を与える重要な環境要因と














回復の指標とした研究が多い (Dumont & Provost, 1999; 平野, 2012b; 石毛・武藤, 2005)。外傷体験か
らのレジリエンスを検討した研究においても，PTSD 症状等の精神疾患の程度が主な回復の指標と
して用いられてきた (Connor & Davidson, 2003; 齋藤・岡安, 2009) 。Bonanno & Diminichi (2013) は，
混合成長モデル (Mixture growth modeling) を用いて，単一の外傷体験や死別からの回復の軌跡パタ
ーンを，慢性的機能不全 (Chronic dysfunction) , 持続的に先在する苦痛 (Continuous pre-existing 
distress) ，遅延上昇 (Delayed elevations) ，回復 (Recovery) , 苦痛改善(Distress improvement) ，最小
― 19―
限の影響しか受けないレジリエンス (Minimal-impact resilience) の 6 つに分類した。そして，上記の
最小限の影響しか受けないレジリエンス群は，外傷体験後ストレス反応が全くない訳ではないが，
比較的早く適応状態に戻ることが出来るとされ，Bonanno & Diminichi (2013)は，こうした軌跡を辿
る者の予測変数を明らかにすることに努めている。また，上記の ｢回復｣ の軌跡を辿る者は，単一

















そこで本研究は，外傷体験からの回復に際して重要と指摘されている ｢意味づけ｣ に着目する 
(小西, 2006; Rynearson, 2001 藤野訳 2008; Joseph, 2011 北川訳 2013) 。意味づけは，臨床心理学，文
化心理学，ナラティブ心理学，ポジティブ心理学等，様々な心理学分野において研究が行われてき
た(Park, 2010) が，その定義は研究分野や研究者間によって異なり，非常に多義的な概念と言える




(Meaning making) に着目した研究，生成された意味 (Meaning made) に着目した研究，その双方に
着目した研究の 3 つに分類している。意味づけの過程とは，ストレスフルな出来事に対する評価と
個人の持つ自己観や世界観 (Park, 2010) ，個人が望む出来事の内的な表象である“目標 (goal) ”
(Austin & Vancouver, 1996) との間にある認知的な差を減らしていく過程である (Park, 2010) 。この
意味づけの過程に着目した研究は，意味づけを“ネガティブな出来事に対する解釈を変容していく認
知的対処” (Danhauer, Carlson, Andrykowski, 2005) と捉えている。 具体的には，外傷体験に対する侵
入的思考 (Lepore & Helgeson, 1998) や，その出来事に対して何か良いことを探そうとした等のポジ
― 20―
ティブリフレーミング (Boehmer, Luszczynska & Schwarzer, 2007) といった，個人の認知プロセスに
着目した研究が行われている。一方，生成された意味に着目した研究では，意味づけを“ネガティブ
な出来事に対する理解を，個人の信念システムや再構築されたポジティブな世界観の中に統合する
こと” (Bower, Kemeny, Taylor & Fahey, 1998) と定義づけている。生成された意味に着目した研究で
は，「危機的な出来事や困難な経験との精神的なもがき・闘いの結果生じる，ポジティブな心理的変
容」 (Tedeschi & Calhoun, 2004, p.1) を示す，心的外傷後成長感 (Post-traumatic growth 以下，PTG)








(Harvey, 1996; Lynch, Keasler, Reaves, Channer & Bukowski, 2007) 。しかし，依然としてレジリエンス
研究では，回復の一機能や結果として意味づけを扱うことに留まり，個人と環境がいかにして作用
し，意味づけが促進され，回復を促しているのかについて詳しい記述が見受けられない(e.g. Johnson,
2010) 。例えば，意味づけの一つである PTG はレジリエンスの結果の一つという指摘もあり (Lepore
& Revenson, 2006) ，レジリエンスに意味づけという視点を加味することで,環境と個人の相互作用
から成る個人内の変容プロセスを詳細に捉えられると思われる (Sandler, Wolchik & Ayers, 2008) 。
また，意味づけは PTG だけでなく，自身や世界に対するネガティブなものまで多様であると考えら
れる。レジリエンスの個人要因が高い人々は，トラウマが生じるような出来事にそもそも苦心して
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Prejudice against people with mental disorders: Cognition, emotions, and social distance 
 
Maria Yamanaka and Yasuko Morinaga 
 
     Prejudice against people with mental disorders is a persistent phenomenon. Inspired by 
Corrigan and Shapiro’s (2010) path model of cognition-emotion-behavior of stigma, we 
examined the effects of news stories on these three factors. A total of 125 university students 
responded to questions after reading one of three news articles excerpted from Corrigan et al. 
(2013): a story describing a patient recovering from a mental disorder, a story regarding the 
improvement of mental institutions, and a story about dental care (control condition). 
Structural equation modeling revealed that the recovery story (vs. the dental care story) 
increased positive perceptions of people with mental disorders (i.e., the sense that people with 
mental illness are as ordinary as those without it), leading to positive behavior (i.e., decreasing 
social distance). The mental institution story (vs. the dental care story) increased negative 
emotion and decreased positive emotion, but these emotions did not affect participants’ 
behavior. Although we did not find any significant paths from cognition to behavior through 
emotion, the current results suggested that perceived ordinariness may play an important role 
in the reduction of prejudice against people with mental illness. 
















































本研究では，精神障害者のスティグマ3に関する Corrigan & Shapiro (2010) のモデル (Figure 1) を









Corrigan et al.  (2002) は，社会的距離を縮めるためには認知にアプローチをすることが必要だと主































しかし，実際の精神障害者の犯罪率は極めて低い。2011 年版犯罪白書 (法務省法務総合研究所, 
2011) によると，精神障害者及び精神障害の疑いのある者による一般刑法犯検挙人数は，2010 年の
検挙人員総数 32 万 2620 人のうち 2882 人であり，その率は 0.9％である。これに対して，精神障害
者は 2011 年には 394 万人であり (法務省法務総合研究所, 2011)，およそ人口の 30 人に一人つまり
3.3%程度である。したがって，精神障害者と犯罪を短絡的に結び付けるのは適切ではないだろう。 
Corrigan, Powell, & Michaels (2013) は，精神障害者に関する新聞記事の影響について検討を行って
いる。この研究では，精神疾患に関する 2 つの新聞記事と，統制条件として歯科衛生に関する記事















本研究では，精神障害者に対する偏見を，Corrigan & Shapiro (2010) の精神障害者に対する認知・
感情・行動のモデルを基に，偏見のメカニズムを解明し，どのような要因が偏見や差別行動へとつ











参加者 広島大学の学生を対象とした。回答に不備のあった者等を除き，125 名 (男性 87 名，女性
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38 名，平均年齢 19.1 歳，SD = 1.13) を分析対象とした。 
実施時期 2015 年 7 月。 






立ち 3 週間前に実施した他の質問紙調査への回答を用いた4。 
質問項目 
認知 精神障害者に対する認知を測定するために，星越・洲脇・寛成 (1994) の使用した SD 法尺
度を利用した。この尺度は，星越らが大学生の持っている精神障害者に対するイメージを測定する
ために用いたものである。星越ら (1994) は 20 項目を用いていたが，本研究では参加者の負担を減
らすために，精神障害者に対するイメージを端的に，かつわかりやすく表していると考えられるも
のを計 9 項目選択した (Table 1 を参照)。回答は 7 段階尺度で求めた。 
感情 新聞記事を読んだ後の感情状態を測定するために，小川・門地・菊谷・鈴木 (2000) の一
般感情尺度を利用した。「肯定的感情」「否定的感情」「安静感情」の下位尺度のうち，否定的感情項
目 (8 項目：緊張した，恐ろしい，動揺した,うろたえた，そわそわした，びくびくした，驚いた，
どきどきした) と安静感情項目 (8 項目：平静な，ゆっくりした，静かな，ゆったりした，のどかな，
くつろいだ，のんきな，平穏な) を用いた。愉快な，やる気に満ちた，のような肯定的感情は，精
神障害者へのネガティブな感情を扱う本研究の目的にそぐわないと判断し，使用しなかった。回答
は「1.全く当てはまらない」から「7.非常にあてはまる」の 7 件法で求めた。 
行動 精神障害者に対する社会的距離を測定するために，浅井 (1997) の精神障害者に対する受








認知 認知を測定するために用いた尺度について， 1 因子構造を仮定した最尤推定法による確認
的因子分析を行った。その結果，適合度が基準を満たさなかった  (CFI=.847，RMSEA=.145，
                                                                
4 質問紙実験に先立ち，精神障害者に対する態度と関連が予測される個人特性についても 2 週にわたり回答を求




め，因子数を 2 に指定した上で最尤法とプロマックス回転による分析を行った (Table 1)。その結果，
第 1 因子には「明るい」「安全な」といった 6 項目が負荷し，親しみやすさを表す項目群であるため， 
「親しみやすさ」因子とした (α=.830)。第 2 因子には「迷惑でない」「こわくない」「きれいな」と
いった，一般的に不快に感じられない表現が含まれた 3 項目が負荷しており，「普通さ」因子とした 
(α=.787)。それぞれの因子に負荷する項目の平均値を算出し，尺度得点とした。それぞれ高得点で
あるほど，精神障害者に対して肯定的であることを表す。 
 感情 一般感情尺度について，安静感情と否定感情の 2 因子構造を仮定した最尤推定法による確
認的因子分析を実行した。その結果，十分な適合度が得られた (CFI=.911，RMSEA=.098，SRMR=.074)。








Table 2 に新聞記事の 3 条件のそれぞれについて，認知，感情，行動の平均値と標準偏差を示した。
条件間の比較を行うために，それぞれの尺度について，1 要因 3 水準の分散分析を行った (Table 2)。
その結果，親しみやすさ，安静感情，否定感情において条件 (記事) の主効果が有意であった。多









 認知から感情を経由して行動につながるパスについて検討するために，Corrigan & Shapiro (2010) 











最終的なモデルを Figure 3 に示した。Figure 3 から，歯科衛生記事 (統制条件) に比べ，回復記事を
読むと普通さの認知が高く，それが精神障害者に対する社会的距離を縮めること，歯科衛生記事に 
比べ制度記事を読んだ場合には，親しみやすさの認知が低く，さらに安静感情が低く，否定感情が





 本研究では， Corrigan & Shapiro (2010) の精神障害者に対する認知・感情・行動のモデルを基に，
どのような要因が偏見や差別行動へとつながるのかを検討することを目的とした。その際，Corrigan 
et al. (2013) で使用された，“精神科におけるリハビリプログラムにより，精神障害者が次第に回復
した記事”と“刑務所独房に収容されており，統合失調症を患っている囚人が神経衰弱になり自殺
した事件に基づき，刑務所の制度を見直しの検討を主張する記事”を用いた。また，統制条件とし
て，歯科衛生に関する記事を使用し，計 3 つの新聞記事で検討を行った。 
 Corrigan & Shapiro (2010) で示されたモデルに基づき，認知，感情，行動の影響過程について検討
するために，共分散構造分析を行った結果，Corrigan & Shapiro (2010) とは異なるモデルが得られた 

































浅井暢子 (1997). 精神障害者に対する意識と受容 日本社会精神医学会, 14, 234-235.
Corrigan, P. W., Powell, K. J., & Michaels, P. J. (2013). The effects of news stories on the stigma of mental 
illness. The Journal of Nervous and Mental Disease, 201, 179-182. 
Corrigan, P. W., Rowan, D., Green, A., Lundin, R., River, P., Uphoff-Wasowski, K., White, K., & Kubiak, 
M.A. (2002). Challenging two mental illness stigmas: Personal responsibility and dangerousness. 
Schizopherenia Bulletin, 28, 907-922.
Corrigan, P. W., & Shapiro, J. R., (2010). Measuring the impact of programs that challenge the public stigma 
of mental illness. Clinical Psychology Review, 30, 907-922.
原口健三・前田正治・内野俊郎・牧田潔・前田久雄 (2006). 精神障害者に対する偏見・スティグマ
の研究—精神科実習は精神障害者に対する社会的距離を縮めるか？ 作業療法, 25, 439-448.
法務省法務総合研究所 (2011). 平成 23 年度版犯罪白書
http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/58/nfm/n_58_2_4_5_1_0.html (2016 年 1 月 23 日)
星越活彦・洲脇 寛・寛成文彦 (1994). 精神病院勤務者の精神障害者に対する社会的態度調査―香
川県下の単科精神病院勤務者を対象として 日本社会精神医学会雑誌, 2, 93-104.
― 33―
伊礼 優・鈴木啓子・平上久美子 (2013). 精神看護実習における精神障害者に対する学生の認識の
変化―精神障害に関する情報源・精神病イメージ調査・社会的距離尺度を用いて 名桜大学紀
要, 18, 125-140. 
樫原 潤・河合輝久・梅垣佑介 (2014). うつ病罹患者に対するスティグマ的態度の現状と課題―潜





の他の要因からの検討 昭和女子大学生活心理研究所紀要, 12, 87-97. 
小川時洋・門地里絵・菊谷麻美・鈴木直人 (2000). 一般感情尺度の作成 心理学研究, 71, 241-246. 
榊原 文・松田宣子 (2003). 精神障害者への偏見・差別及び啓発活動に関する先行文献からの考察
神戸大学医学部保健学科紀要, 19, 59-74. 
坂本真士・杉浦朋子・蓮井千恵子・北村總子・友田貴子・田中江里子・木島伸彦・丹野義彦・北村
俊則 (1998). 精神疾患への偏見の形成による要因―社会心理学的手法によるアプローチ 精神
保健研究, 44, 5-13. 
精神保健福祉白書編集委員会 (2006). 2007 年版精神保健福祉白書 中央法規出版 
精神保健福祉白書編集委員会 (2009). 2010 年版精神保健福祉白書 中央法規出版 
吉井初美 (2009). 精神障害者に関するスティグマ要因―先行研究をひもといて 日本精神保健看護
学会誌, 18, 140-146. 
山口艶子・吉武久美子 (2007). 精神障害者への偏見低減アプローチに関する研究 その 3―偏見低
減プログラムの一試案の作成と実施 純心現代福祉研究, 11, 49-68. 
 
付記
 本論文は，広島大学教育学部に提出した平成 28 年度卒業論文をもとに執筆したものである。本研
究の一部は，日本教育心理学会第 58 回総会で報告した。 
― 34―






The attitudes of university students in a teacher training course on ICT utilization 
 
Takashi Yamane, Hikaru Tanaka, Hiroshi Arima, and Kazumitsu Chujo 
 
The current study sought to investigate the attitudes of university students undertaking a 
teacher training course on information and communications technology (ICT) utilization. 
The relationship between confidence in using ICT equipment in educational situations, the 
frequency of using ICT equipment, the experience of taking lectures on the use of ICT, and 
the experience of utilizing ICT in classes were examined. The results indicated that students 
who routinely used personal computers (PCs) had high confidence in preparing lessons, 
evaluating children, and teaching information-related ethics using ICT. In addition, it was 
suggested that the experience of taking lectures on how to utilize ICT had a positive effect 
on confidence in utilizing ICT. Furthermore, classification of responses in a free description 
task revealed that university students in the teacher training course had a somewhat 
conservative opinion on the use of ICT in educational institutions. Based on these results, 
potential improvements in the educational curriculum for the utilization of ICT in the 
teacher training course were discussed. 
 






















橋・豊田・岸磨，2013) や，ICT活用を促すリーフレットの作成 (堀田・皆川・渡邉・高橋，2009) ，
ICT活用を推進するリーダーの研修プログラムの開発 (小清水・藤木・室田，2016) といった取り
組みが行われている。 
	 平成27年12月に中央教育審議会から示された答申 (文部科学省, 2015) を受けて策定されたコア
カリキュラムでは，各教科の指導法 (情報機器及び教材の活用を含む。) という教職科目において，
到達目標として「当該教科の特性に応じた情報機器および教材の効果的な活用方法をを理解し，授
業設計に活用することができる。」((2)当該教科の指導方法と授業設計	 到達目標2) ) とされ，各
教科でICT活用の力量を備えた教員養成が求められている。 
	 一方で，教員志望の大学生は，教育現場における ICT 活用に対してどのような意識を持ってい







	 そこで本研究では，教員養成課程における ICT 活用の指導の課題を探るために，教員志望の大
学生を対象として，教育現場における ICT 活用に対する意識の実態調査を行う。本研究では，日
常的な ICT 機器の利用頻度，ICT の活用方法に関する講義や授業での体験，および自身が行う授




調査参加者	 国立大学の小学校教員養成課程に所属する大学生 161名 (男性 61名, 女性 94名，





調査票の構成と回答方法	 調査票は，①学校教育における ICT 活用推進の背景説明，②高等学
校での ICT 機器を利用した授業の受講歴，③大学入学後の ICT 機器を活用した授業の受講歴，④
大学入学後の自身が ICT 機器を活用する授業の受講歴，⑤教育現場での ICT 活用に対するイメー
ジ，⑥ICT 機器の日常的な利用頻度，⑦ICT 活用指導のチェックリスト (中学校・高等学校版; 文
部科学省, 2007)，⑧フェイス項目で構成された (①〜⑥について，実際に使用された調査票の見
本を Appendix 1 に示した)。⑦ICT 活用指導のチェックリスト (中学校・高等学校版) は，現職教
員の ICT 活用指導力のセルフチェックを目的として作成されたものであるが，本調査では，「あ
なたが教員になったとき，以下のそれぞれの項目について，どの程度実施できると思いますか？」
という教示のもとで，将来的な ICT 活用の効力感を測定するために用いた。 
	 ①において，調査への導入として，学校教育の情報化の一環で ICT の活用が推進されているこ




「あなたが大学に入学してから，教育現場における ICT の活用方法を含む授業 (授業における電
子黒板の利用 など) を受けたことがありますか。受けたことがあれば，授業名をお答えください」




自由記述での回答を求めた。⑥については，ICT 機器の種類 (デスクトップ PC，ノート PC，タ
ブレット端末，スマートフォン，電子黒板，プロジェクター) ごとに，1 (全く使用しない) 〜 5 (非
常によく使用する) の 5 件法で回答を求めた。⑦については，1 (ほとんどできない) 〜 4 (わりに
できる) の 4 件法での回答を求めた。 







ICT 機器の利用と ICT 活用効力感の関連	 
	 ICT 活用の効力感について，A〜E の大項目 (A: 教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活
用する能力，B: 授業中に ICT を活用して指導する能力，C: 生徒の ICT 活用を指導する能力，D: 
情報モラルなどを指導する能力，E: 校務に ICT を活用する能力) ごとに項目を集計した (Table 1)。 
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 大項目 A〜E を参加者内要因とする一元配置分散分析を行ったところ，主効果が有意であり 
(F(4, 628) = 6.37, p < .001, η2 = 0.04)，Shaffer の方法による多重比較の結果，大項目 A，B，および
D が大項目 C より有意に評定値が高かった (いずれも p < .001)。また，大項目 A，B，および D






















	 各 ICT 機器について，利用場面を想定して分類を行い，利用頻度を合算した。デスクトップ PC
およびノート PC は主に学習場面で利用されると想定し，1 つにまとめて“PC”とした。電子黒
板およびプロジェクターは，主として教室でのプレゼンテーションを目的とした利用が想定され
ることから，“プレゼンテーション機器”とした。スマートフォンおよびタブレット端末は，それ
ぞれ単独で 1 つの分類として扱った。ICT 活用効力感の各大項目の平均評定値と，ICT 機器の各
分類の平均利用頻度について，相関係数を算出し，有意性検定を行った (Table 3)。その結果，“PC”
の利用頻度と大項目 A (r = .22, p < .01)，大項目 D (r = .18, p < .05)，大項目 E (r = .23, p < .01) の相
関が有意となった。また，“プレゼンテーション機器”の利用頻度と大項目 A の相関が有意とな
った (r = .19, p < .05)。加えて，“タブレット”の利用頻度と大項目 D の相関が有意傾向であった (r 














 	PC 1.90 0.99
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 1.88 1.19
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 4.88 0.35
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 1.75 0.94
― 38―
Table 3 







ICT の活用方法に関する講義や自身の授業における ICT の活用経験の影響	 






グした。変数名はそれぞれ“ICT の活用方法を含む授業の受講歴”，“自身が ICT を活用する授業
の受講歴”とし，“1”を受講歴あり，“0”を受講歴なしとするダミー変数として扱った。ICT 機
器の分類ごとの利用頻度 4 変数 (“PC”，“タブレット”，“プレゼンテーション機器”，“スマート
フォン”) および授業の受講歴のダミー変数 2 変数 (“ICT の活用方法を含む授業の受講歴”，“自
身が ICT を活用する授業の受講歴”) の計 6 変数を説明変数，ICT 活用効力感 (A〜E の大項目の
合計得点) を目的変数として投入したところ，調整済み重決定係数は有意傾向となり (R2adj = .042, 
p < .10)，ICT 機器のうち PC の利用頻度が ICT 活用効力感に正の影響を与えていた。また，ICT
の活用方法を含む授業の受講歴の変数の影響が有意傾向であった (Table 4)。 
 
Table 4 
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*** p < .001,  ** p < .01,  * p < .05, † < .10
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教育現場での ICT 活用に対する教員志望学生のイメージ	 












































































































	 140 件のデータ (参加者 1 名の記述を 1 件とした) について，著者を含む 3 名での協議のもと，




	 本研究では，教員志望の大学生のもつ，教育現場での ICT 活用に関する意識の実態を把握する
ことを目的として調査を実施した。ICT 活用に対する効力感と，日常的な ICT 機器の利用頻度や
ICT の活用方法に関する講義，ICT の活用経験といった変数の関係が検討された。加えて，ICT
活用に対するイメージの自由記述の分類が行われた。 
教員志望学生の ICT 活用に対する意識の特徴	 
	 教員志望学生における ICT活用効力感 (Table 1) に関して，C: 生徒の ICT活用を指導する能力，
および E: 校務に ICT を活用する能力の平均評定値が，他の大項目と比べて低いことが示された。
現職教員に対して，平成 29 年 3 月に同じチェックリストを用いて行われた調査の結果では，4 段
階評定のうち 3〜4 に回答した教員の割合が，大項目 A では 84.0%，大項目 B では 75.0%，大項
目 C では 66.7%，大項目 D では 80.0%，大項目 E では 80.2%となっている (文部科学省，2017c)。
本調査の各大項目における平均評定値を，4 を 100%とした場合の割合に換算し比較すると，大項
目 C に関しては，教員の平均値 (平成 29 年度) が 66.7%であるのに対し，学生の平均値は 2.58 
(64.5%) と同程度の水準であった。大項目 C は，教員においても他の大項目よりも評定値が低い
ことから，現職教員においても学生においても，生徒の ICT 活用の指導に対して同様の不安を抱
えている可能性が示唆された。一方，大項目 E については，教員の平均値 (平成 29 年度) が 80.2%
であるのに対し，学生の平均値は 2.66 (66.5%) と低かった。学生においては，校務での具体的な
ICT 活用シーンを想像できなかったため，教員と比べ評定値が低くなったと考えられる。 

















	 一方で，大項目 B: 授業中に ICT を活用して指導する能力，および大項目 C: 生徒の ICT 活用
を指導する能力に関しては，いずれの ICT 機器の利用とも関連が見られなかった。ICT 機器を日
常的に利用することは，大項目 A，E のように教員自身が ICT 機器を活用することや，大項目 D
のような情報モラルの指導に対する自信に繋がるが，それだけでは ICT を活用した授業の実施や，
児童生徒の ICT 活用の指導に対する効力感は高まらないことが示された。 
ICT の活用方法に関する講義の受講歴と効力感の関連	 
	 ICT 機器の利用頻度および授業の受講歴が ICT 活用効力感に与える影響の分析 (Table 4) から，
ICT 機器の中でも PC の日常的な利用，および実際に ICT を活用した授業を受講した経験が，教





業内での ICT 機器の利用の程度に基づいた詳細な分類を行い，再検討する必要もあるだろう。 
	 本研究の成果として，教員志望の大学生のもつ，ICT 活用に対する意識の一端が明らかになっ
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Trends and Prospects of Research on the Development of Homosexual Identity, 
Focusing on Internalized Homophobia and Coming Out
Shinsaku Takafuji and Yuko Okamoto
Homosexuals are exposed to a great deal of discrimination and prejudice: Identifying as 
homosexual remains difficult in today’s society. The purpose of this paper is to review 
current research on the development of homosexual identity, focusing on internalized 
homophobia and coming out. The development of homosexual identity is an important factor 
to prevent mental health problems, and overcoming internalized homophobia is indispensable 
in this process. Although emotional connections with others are important in the development 
of an individual’s identity, internalized homophobia decreases the quality of personal 
relationships. Coming out has historically been considered an indicator of the development of 
one’s sexual identity, but this is now being questioned. The act of coming out may be less 
important than the personal significance of coming out. Many models of sexual identity 
development are being proposed in international research, but there have been few studies on 
homosexuality in Japan. Furthermore, although gay, lesbian, and bisexual individuals are 
often treated as a single sexual minority, we should pay attention to each of these distinct 
groups. Coming out and internalized homophobia are related to the development of 
individuals’ homosexual identity, but these individuals are also susceptible to cultural and 
environmental factors and trends. While assessing these differences, it is important to clarify 
the process and psychological background of coming out, and how homosexuals overcome 
internalized homophobia.
















人間は①身体の性 (Sex；生物学的な身体の性)，②自分の性への認識である心の性 (Gender 
Identity；性自認)，③文化的に作られた社会的な性 (Gender；性役割)，④性的欲望や恋愛感情の対













に削除され， 性的指向障害(Sexual orientation disturbance)へと変更された。これに続きアメリカ心理
学会も 1975 年に精神医学会の行動を支持することを表明した。さらに 1980 年の DSM-Ⅲで自我異













































2014；Rosario，Schrimshaw & Hunter，2011)。同性愛者のアイデンティティ発達モデルとして Cass




































ある (Cass，1979; Mayfield，2001; Troiden，1989)。また，性的指向は「欲求」，「行動」，「自己認識 (ア
イデンティティ)」の 3つの要素から構成されているが (Laumann, Gagnon & Michaels，1994)，内在
化された同性愛嫌悪が極端な場合には，社会的な偏見の影響で自分が同性に惹かれるという事実を
受け入れられずに，同性愛という性的指向を拒絶し，同性愛者という自己認知を行わない可能性も
指摘されている (石丸，2005；Frost & Meyer, 2009)。Amola & Grimmett (2015) では，男性との性的
接触経験を持つ男性 (MSM；Men who have Sex with Men) において，自らを異性愛者とラベリング
する対象者は有意に内在化された同性愛嫌悪の得点が高いという結果を示している。さらに，内在
化された同性愛嫌悪の得点が高い当事者ほど孤独感 (Szymanski & Chung，2001), 抑うつや異性愛友
人・知人への自己開示の少なさ (Herek，Cogan，Gillis & Giunt，1998)，アルコールへの依存や薬物
の使用 (Weber，2008)，HIVリスク行動，低い自尊心 (Amola & Grimmett，2015) と関連がみられる。
内在化された同性愛嫌悪の因子として，Ross & Rosser (1996) は以下の 4つの側面を明らかにして
いる。①同性愛者としての同一化 (Public identification as gay)：誰かに自分が同性愛者であることを
知られるのは心配ではない。②同性愛者スティグマの知覚 (Perception of stigma associated with being 
homosexual)：ほとんどの人は同性愛に対して否定的な反応をする。③社会的居心地の良さ (Social 
comfort with gay men)：ゲイバーに居心地の良さを感じる。④道徳的・宗教的な同性愛の受容 (Moral 
and religious acceptability of being gay)：同性愛は神の意志に反している。それ以外にも内在化された
同性愛嫌悪を測定する尺度として Nungesser (1983) による同性愛への態度尺度 ( Nungesser 
Homosexuality Attitudes Instrument；NHAI ) や Shidlo (1994) による NHAIの改訂版などが存在する。
しかし，Frost & Meyer (2009) は内在化された同性愛嫌悪を概念化する上で，カミングアウト，LGB
コミュニティとの繋がり (Mayfield， 2001; Shidlo，1994; Williamson，2000)が重要視されているこ
とは共通であるが，場合によっては抑うつや自殺念慮 (Nungesser，1983; Shidlo，1994), 未来への絶











関係を維持することができない”という根拠のない価値観 (Meyer & Dean，1998)や，同性愛者・両
性愛者の当事者が同性愛への恥や価値下げを内在化させ，他の当事者との対人関係においてその影
響が最も明白に現れる(Coleman, Rosser & Strapko，1992) など，内在化された同性愛嫌悪が他の当事
者へのネガティブな態度として現れることで関係の質が低下しやすいことが予想される。また，同
性愛嫌悪を内在化させている当事者ほど性的衝動性 (Dew & Chaney, 2005) が高く，人間関係の質と
満足度の低下，同性愛に対する否定的な感情を緩和するために，他の当事者との長期的で親密な関












ローゼットと呼ぶ (金田，2003)。Cass (1979，1984) のモデルにおいては，次第に異性愛者へのカミ
ングアウトが増え，異性愛者との肯定的な接触が増えることで同性愛者と異性愛者として二分され
た見方が統合されていくとしている。同性愛者は一般的な社会を“異性愛者の世界”，同性愛者のみ








れている (Pistella, Salvati, Ioverno, Laghi & Baiocco, 2016)。カミングアウトは同性愛者・両性愛者の
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Do abstraction and power increase moral hypocrisy? 
 
Yasuko Morinaga, Yuya Abe, Yuki Kiyosue, Chihiro Yuki,  
Miko Komizo, Koji Tajima, and Mayu Nakamura 
 
     Lammers (2012) reported that participants taking an abstract (vs. concrete) view tended to judge 
the immoral behavior of others more severely than the same behavior performed by themselves (i.e., 
moral hypocrisy). In the current study, we examined the effects of construal level (i.e., abstract vs. 
concrete mindset) on moral judgments in a sample of Japanese university students. In addition, we 
examined the effect of the individuals’ sense of power, which was previously found to influence moral 
hypocrisy (Lammers et al., 2010); people in powerful roles were found to be more strict in moral 
judgments of others’ behavior than their own behavior. However, in Experiment 1, we did not observe 
moral hypocrisy. Instead, regardless of the actors in scenarios, we found that participants in the abstract 
condition (vs. concrete condition) judged immoral behavior less severely. Moreover, participants with 
a greater sense of power were more likely to judge immoral behavior severely. The discrepancy between 
the current findings and those of previous studies might be related to the scenario used in the current 
study (stealing a bike in a public bicycle parking area). Participants may have been influenced by the 
concern of being watched by a third party. We conducted Experiment 2 to investigate the effects of the 
presence of a third party, but found no significant effects. The results are discussed in terms of the 
construal level manipulations and immoral behavior in the experimental scenarios. 
 




きた(e.g., Graham, Haidt, & Nosek, 2009; Haidt, 2012)。こうした研究の中には道徳判断がどのような
要因によって影響されるのかをとりあげたものがあり，解釈レベルも検討されることの多い要因で
ある(e.g., Eyal, Liberman, & Trope, 2008; Gamliel, Kreiner, & McElroy, 2016; Mårtensson, 2017 for 






レベルによって判断が異なることを報告したものがある(e.g., Agerström, Björklund, & Carlsson, 
2013; Lammers, 2012)。Lammers (2012)は，こうした自他の判断の差異を二重規範による道徳的偽
善(moral hypocrisy)であると見なした。なお，道徳的偽善には，この道徳的二重規範(moral double 
standards)以外にも，道徳的に振舞いながらも自己利益を追求する道徳的欺瞞(moral duplicity)，道徳













また，Lammers は，道徳的偽善に関する他の研究(Lammers, Stapel, & Galinsky, 2010)で，勢力感 
(a sense of power)をとりあげている。裁判官や教師などのように高い勢力感を伴う役割についてい
る人たちは，他者を裁く権利を持ち，他者が規則に従うことを要求できる。そのため，自己利益が
追求できるようになると同時に，他者からの非難に対して鈍感になるため，道徳的規範を無視する
ようになる。こうしたことから，高い勢力感は特権意識(a feeling of entitlement)をもたらし，他者の





 研 究 １ 
方 法 
 実験計画	 マインドセット(2: 抽象的 vs.具体的)× 行為者(2: 自分 vs.他者)の参加者間計画。 
 参加者	 大学生 101 名から質問紙を回収したが，回答に不備のあった者などを除いた 93 名(男性
65 名，女性 28 名)を分析対象とした。平均年齢は 18.6 歳(SD = 0.86)であった。 
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どこに住んでいますか」などの 3 項目に対して，自由記述で回答を求めた。 
 道徳判断課題	 Lammers (2012)の実験１のシナリオをもとに，あなた(自分条件)もしくは A さ
ん (他者条件)が大事な追試験に遅刻しそうになったため放置自転車を使って学校に行くという道
徳判断課題を作成した (付録参照)。道徳判断は自分あるいは A さんの行動について「妥協できる
と思う」「良くないと思う」「やむを得ないと思う」「道徳に反すると思う」「仕方ないと思う」
「許容できないと思う」の 6 項目で判断を求めた。回答は「まったく当てはまらない(1)」から
「非常に当てはまる(6)」の 6 件法で求めた。 












 セット)× 2 (行為者)の分散分析で検討したところ，主効果及び交互作用に有意な結果は見られな
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研 究 ２ 
方 法 
 実験計画	 第三者の存在の有無の 2 条件。 
 参加者	 大学生 77 名から質問紙を回収したが，回答に不備のあった者などを除き，72 名(男性 42






者からデブリーフィングを行なった。道徳判断と勢力感は研究 1 と同じ質問項目を用いた。 
結 果 
研究 1 と同様に，道徳判断と勢力感について探索的因子分析を行なったところ，それぞれ 1 因子
解が得られたため，項目の平均値を算出し，道徳判断得点(α= .910)及び勢力感得点(α= .792)とし
た。得点が高い方が道徳判断が許容的であり，勢力感が高いことを意味する。勢力感得点に他者存
在の有無の条件による差異があるかどうかを確認したところ，有意な差は見られなかった(t (70) = 
���� ��� ����
������ 3.04 3.39 3.94
(1.11) (0.93) (0.86)








 1.543, p = .127; Table 3)。道徳判断得点を従属変数，第三者の存在の有無と勢力感及びその交互作用
を独立変数とする重回帰分析を行なったところ，道徳的判断を有意に予測する結果は得られなかっ
た(Table 4)。 







総 合 考 察 
本研究は，道徳的偽善を解釈レベルによって説明した Lammers (2012)の追試に加えて，勢力感の
影響を検討した Lammers et al. (2010)から示唆を得て 2 つの研究を行った。研究 1 では，解釈レベ
ルと勢力感のそれぞれによって道徳判断が異なるという結果を得たが，いずれも仮説とは一致しな
いものであった。研究 2 では，研究 1 の結果を解釈するために，第三者の存在という要因を加えて
検討したが，第三者の存在は道徳的判断に影響を及ぼさなかった。さらに，研究 1 で見られた勢力
感の主効果も再現されなかった。研究 1 と 2 の参加者の勢力感はそれほど大きな差はないため(t 
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付記 
	 本論文は，2017 年度に広島大学教育学部で開講された心理学課題演習において，第 1 著者の指導
により第 2 著者から第 7 著者までが実施した研究をもとに執筆したものである。研究の一部は第 2
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